様式１４　学校法人合併認可申請書
Ａ　新設合併の場合　　　

令和　　年　　月　　日

岐阜県知事　様

住所

学校法人　○　○　学　園

　合併事務担当者　　氏　　　　名　　㊞

住所

学校法人　○　○　学　園

　合併事務担当者　　氏　　　　名　　㊞

学　校　法　人　合　併　認　可　申　請　書

　学校法人○○学園と学校法人○○学園は合併し、新たに学校法人○○学園を設立したいので、私立学校法第５２条第２項の規定により認可してくださるよう関係書類を添えて申請します。

〔添付書類〕

１　合併理由書

２　寄附行為所定の手続を経たことを証する書類

３　申請者が私立学校法第５５条の規定により選任された者であることを証する書類

４　合併契約書

５　合併によって設立する学校法人（以下「新設法人」という。）の寄附行為

６　合併前の各学校法人の寄附行為

７　合併前の各学校法人の申請時の財産目録

８　合併前の各学校法人の不動産の権利の所属についての登記所等の証明書類及び不動産以外の重要な財産の権利の所属についての銀行等の証明書類
９　合併前の各学校法人の不動産その他主な財産についての価格評価書
10　合併前の各学校法人の申請年度の収支決算書及び貸借対照表

11　合併後２年度の事業計画書及び収支予算書

12　新設法人の負債償還計画書

13　新設法人の役員等組織

14　新設法人の役員就任承諾書、履歴書、市町村長の発行する身分証明書及び宣誓書

15　新設法人の役員のうちに、各役員について、その配偶者又は三親等以内の親族が２人以上含まれていないことを証する書類等

16　新設法人の設置する学校の沿革及び概要

17　新設法人の設置する学校の位置及び校地の状況を明らかにする図面並びに校舎その他の建物の配置図及び平面図

18　新設法人の設置する学校の学則

19　その他必要と認められる書類

	注意事項

合併により新たな学校法人を設立する場合に、この様式により申請すること。


Ｂ　吸収合併の場合

　
令和　　年　　月　　日

岐阜県知事　様

学校法人事務所所在地

学校法人　○　○　学　園

　理事長　　氏　　　　　　名　　　 eq \o\ac(□,印)
学校法人事務所所在地

学校法人　○　○　学　園

　理事長　　氏　　　　　　名　　　 eq \o\ac(□,印)
学　校　法　人　合　併　認　可　申　請　書

　学校法人○○学園と学校法人○○学園は合併したいので、私立学校法第５２条第２項の規定により認可してくださるよう関係書類を添えて申請します。

〔添付書類〕

１　合併理由書

２　寄附行為所定の手続を経たことを証する書類
３　合併契約書

４　合併後存続する学校法人の寄附行為

５　合併前の各学校法人の寄附行為

６　合併前の各学校法人の申請時の財産目録

７　合併前の各学校法人の不動産の権利の所属についての登記所等の証明書類及び不動産以外の重要な財産の権利の所属についての銀行等の証明書類

８　合併前の各学校法人の不動産その他の主な財産についての価格評価書

９　合併前の各学校法人の申請年度の収支決算書及び貸借対照表

10　合併後２年度の事業計画書及び収支予算書

11　合併後存続する学校法人の負債償還計画書
12　合併後存続する学校法人の役員等組織

13　合併後存続する学校法人の役員として、新たに就任する者の役員就任承諾書、履歴書、市町村長の発行する身分証明書及び宣誓書

14　合併後存続する学校法人の役員のうちに、各役員について、その配偶者又は三親等以内の親族が２人以上含まれていないことを証する書類等
15　合併後存続する学校法人の設置する学校の沿革及び概要

16　合併後存続する学校法人の設置する学校の位置及び校地の状況を明らかにする図面並びに校舎その他の建物の配置図及び平面図
17　合併後存続する学校法人の設置する学校の学則
18　その他必要と認められる書類

	注意事項

１　合併後、当事者の一方である学校法人が存続する場合に、この様式により申請すること。

２　新設合併の手続はおおむね学校法人設立の場合に準ずるので添付書類の作成に当たっては、学校法人寄附行為認可申請書の様式を参照すること。

　　なお、この場合の申請は、合併する各学校法人において選任した者が共同して行うものであること。
３　吸収合併の手続はおおむね、合併後引き続き存続する学校法人の寄附行為を変更することによって行われるので、添付書類の作成に当たっては学校法人寄附行為変更認可申請書の様式を参照すること。

　　なお、この場合における申請は、当事者である双方の法人が共同して行うものであること。

４　合併契約書

　　合併契約書は、合併しようとする学校法人間で締結するものであり、次の事項がその内容となること。

(1) 吸収合併か新設合併か

(2) 合併後の役員構成

(3) 設置する学校の取扱い

(4) 教職員、生徒の取扱い

　　なお、新設合併の場合は、新設法人の目的、名称、事務所の所在地等が加わること。


